
※  保証水準は限定的保証、保証範囲は当初２年間はScope１・２、
ガバナンス及びリスク管理

サステナビリティ開示基準の適用及び保証制度の導入に向けたロードマップ

適用義務化
に向けて検討

（注）時価総額に応じた適用社数とカバレッジ（Bloomberg Finance L.P.及びJPX公表統計の2025年３月末時点の情報から作成）。

 グローバルな投資家との建設的な対話を志向するプライム市場上場企業を対象に、時価総額の大きな企業か
ら順次、SSBJ基準に準拠して有価証券報告書を作成することを義務付ける。

 SSBJ基準の適用は、企業等の準備期間を考慮し、
i. 時価総額３兆円以上の企業 ： 2027年３月期
ii. 時価総額３兆円未満１兆円以上の企業 : 2028年３月期
iii. 時価総額１兆円未満５千億円以上の企業 : 2029年３月期
からの適用開始を基本とし、ⅲ. の適用時期は、国内外の動向等を注視しつつ、引き続き検討していく。
 （注１） 時価総額５千億円未満の企業へのSSBJ基準の適用については、企業の開示状況や投資家のニーズ等を踏まえて、今後検討。
 （注２） 時価総額の算定方法については、５事業年度末の平均値等を参考としつつ、検討。

 経過措置としての二段階開示は、適用開始から２年間とする。

 有価証券報告書の提出期限の延長については、本WGで引き続き検討していく。
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2025年３月 2026年３月期 2027年３月期 2028年３月期

時価総額
１兆円以上

（171社・72.5％）

・・・

他のプライム企業

2030年３月期
SSBJ基準
最終化

2029年３月期

時価総額
5,000億円以上
（284社・80.8％）

時価総額
３兆円以上

（68社・54.1％）

適用義務化 保証義務化

（注）

保証制度導入※
SSBJ基準
適用開始

任意適用開始
（好事例やプリンシ
プルを通じて促進）

保証義務化適用義務化

適用義務化 保証義務化

二段階開示可 同時開示

二段階開示可 同時開示

二段階開示可 同時開示

開示基準
の適用

保証
 開示基準の適用開始時期の翌年から保証を義務付け。

 保証水準は限定的保証（合理的保証への移行の検討は行わない）、保証範囲は当初２年間はScope１・２、ガバナン
ス及びリスク管理（３年目以降は国際動向等を踏まえ今後検討）とし、保証の担い手は本WGで引き続き検討していく。
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